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［要旨］
厚生労働省は大規模災害時に被災地に派遣されて保健医療調整本部や保健
所などを支援する災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT：Disaster Health 
Emergency Assistance Team）の活動要領を定めて都道府県などに通知した。
被災者支援には保健・医療・福祉の連携が重要だが、熊本地震では保健と
医療の連携には一定の前進があったものの福祉との連携については課題も
残った。命を守ることを最優先する医療と被災者の生活を重視する福祉では
立場や認識に違いもあり、その両者の架け橋となるのが保健の持つもう 1 つ
の重要な役割である。
DHEAT は保健と医療の活動調整だけでなく、医療と福祉の結節点として
の機能を果たすことが重要であり、その役割が期待される。医療や保健に比
べて制度整備が遅れている災害時の福祉支援体制構築を急ぐとともに、保健
医療と福祉との連携を図ることも忘れてはならない。
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1．はじめに
厚労省は 2018 年 3 月 20 日、大規模災害時に被災地に派遣されて保健医療調整本部
などを支援する DHEAT の活動要領を定めて全国の都道府県などに通知（健康局健康
課長、「災害時健康危機管理支援チーム活動要領について」、健健発 0320 第 1 号）し、
その運用が正式に始まった。これまで災害時の医療体制の整備は徐々に進められてき
たが、保健や福祉は未整備であった。本稿はようやく制度化された DHEAT 創設まで
の経緯を振り返るとともに、2016 年 4 月の熊本地震で得られた教訓や保健の抱える問
題点なども明らかにした上で、保健医療分野と福祉の懸け橋としての役割も期待され
る DHEAT の課題を検証する。
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2．DHEAT 創設までの流れ
（1）東日本大震災の教訓
東日本大震災（2011 年）では外科的な救命活動だけでなく、長引く避難生活に起因
する慢性疾患の悪化、メンタルヘルスや感染症等の二次的な健康被害の防止も含めた
保健医療活動の重要性が明らかになったほか、公衆衛生分野で指揮命令系統が機能せ
ず情報収集も体系的に行われなかったことが問題となり、公衆衛生コーディネーター
の育成や登録・派遣システムの必要性などが提言された。
國井修は、国際的な評価基準である「人道憲章と災害援助に関する最低基準」（ス
フィアプロジェクト）に照らして支援状況を検証し、発災後 1 カ月を経過しても食事
はパンとおにぎりだけ、土埃で汚れた体育館の冷たい床の上にビニールシート一枚を
敷いただけで足も伸ばせないほどの狭い場所で寝泊まりし、被災者数に比べて仮設ト
イレが少ないというような状況などを挙げ、「発災 1 カ月時点、中には 2 カ月時点でも
最低基準に満たないものがあった」と指摘した（國井 2012：99）。
そして「大規模災害においては、役務提供としての外部支援のみならず、企画・運
営また調整・連携を促進する支援が必要である。現場の問題点を整理し、優先順位を
つけ、方向性をつけていく、さらに、内部の関連部署、外部からの支援などをうまく
調整・連携させていく、これらの役割は現地の行政の役割と決めつけず、全国的に災
害時の公衆衛生コーディネーターとして人材を育成し、登録し、緊急時に派遣できる
システムを検討してみるとよい」などと提言した（國井 2012：105）。
（2）DHEAT 創設の提案
坂元昇は全国の自治体が何らかの形で関与した保健医療福祉支援がどのように行わ
れたかを検証し、被災地における状況調査と支援チーム間の調整を行うために派遣さ
れる DHEAT の創設を提唱した。
坂元によると、2011 年 6 月 22 日時点で全国の都道府県・政令市から派遣され被災
地で活動していた保健医療支援チームの約 7 割が、現地での調整機能がないために支
援が効率的に行われていないとアンケート調査に回答した。自治体、日赤、日本医師
会との間で派遣調整が行われた記録は見当たらない。また、制度上一元管理されてい
る DMAT（Disaster Medical Assistance Team：災害派遣医療チーム）と一元管理され
ていない医療救護チームとの連携や引き継ぎ、自治体からの派遣が主体である公衆衛
生の活動と官民入り混じった医療救護との間の連携にかなり問題があったことは容易
に推察されると坂元は指摘した。
坂元の試算では、南海トラフ巨大地震で東日本大震災と同程度の支援を行うと仮定
すると、最悪の場合、あまりもしくはほとんど被害を受けないと想定される都道府県・
政令市の保健医療福祉職員の 37％を被災地に 1 年間派遣する必要があるが、「それぞ
れの自治体には固有の業務があり……現実的にはまったく不可能な数字であると思わ
れる」と結論付けた。
そのため、都道府県の災害対策本部の指揮下に入り、低下した被災市町村機能を補
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完すべく、被災地における災害状況調査と支援チーム間の調整を行うために緊急に派
遣される DHEAT の創設・制度化と研修の義務化が必要だと主張した（坂元 2013）。
（3）国などの動き
こうした流れを受け、国は災害対策基本法を改正したほか、地域保健対策の基本的
指針を見直し、医療機関との連携を含む保健活動の全体調整などのため支援・受援体
制を構築する必要があるとした。また、全国衛生部長会は専門委員会を設置し、厚生
労働大臣に DHEAT の創設を提言した。
金谷泰宏らによると、災害対策基本法の改正では、それまで救命・救助といった人
命に関わる緊急性の極めて高い応急措置に限定されていた都道府県から市町村への応
援の対象業務を避難所運営支援、巡回健康相談、施設の修繕のような災害応急対策ま
で拡大するなど都道府県と市町村の連携強化が盛り込まれたほか、避難所などへの保
健医療サービスの提供が明記された。また、厚労省は地域保健法に基づく「地域保健
対策の推進に関する基本的な指針」（1994 年 12 月 1 日、厚生省告示第 374 号）の見直
し（2012 年）で、「都道府県及び市町村は、大規模災害時に十分に保健活動を実施す
ることができない状況を想定し、他の地方公共団体や国とも連携して、大規模災害時
の情報収集、医療機関との連携を含む保健活動の全体調整、保健活動への支援及び人
材の受入れ等に関する体制を構築する必要がある」とした（金谷ほか 2016）。
全国衛生部長会は災害時保健医療活動標準化検討委員会（以下「標準化検討委員
会」）を設置し、保健医療活動に関して自治体間の応援を効果的に行うための組織とし
て DHEAT の制度化に関する中間報告と活動要領（案）を取りまとめて 2016 年 1 月、
厚生労働大臣に提言したが、同制度の正式運用は同年 4 月に起きた熊本地震には間に
合わなかった。
3．熊本地震の教訓
（1）ADRO
熊本県の阿蘇保健所管内では保健・医療などの関係者が一堂に会して支援チームの
総合調整などを担うための会議体が設置され一定の成果を上げたが、課題も残した。
本震翌日の 4 月 17 日には阿蘇市、南阿蘇村など 1 市 3 町 3 村を管轄する同保健所
管内の 139 か所の避難所に 1 万 7,000 人余りが避難し、同地域には DMAT や JMAT
（Japan Medical Association Team：日本医師会災害医療チーム）、日本赤十字社、国境
なき医師団など多数の支援チームが入ってそれぞれ別個に活動したため、保健師はそ
れらに対するブリーフィングをはじめ、「常備薬がない」などといった被災者の要望や、
「支援をしたいがどうしたらいいか」といった支援者からの問い合わせなどの対応に忙
殺されていた。
DMAT は阿蘇市の阿蘇医療センターを拠点に医療救護活動を展開していたが撤収す
ることになり、「協調的支援を行うには多くの支援者が一堂に会して問題点や方針を話
し合う会議体が必要」という統括 DMAT の提案で 20 日、県や警察、消防、自衛隊、
日赤、DMAT、医師会、薬剤師会などが参加して「阿蘇地域災害保健医療復興連絡会
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議」（ADRO：Aso Disaster Recovery Organization）を立ち上げ、保健医療ニーズの把
握や外部支援チームの派遣調整、県医療調整本部との連絡調整などのコーディネート
機能を担うこととした。
トップは阿蘇保健所長が務め、DMAT ロジスティックチームと日本集団災害医学会
のコーディネートサポートチームが事務局として保健所長を支え、当初は毎日朝夕の
2 回、その後 1 日 1 回、週 2 回と徐々に回数を減らして 5 月 26 日まで活動を続けた。
阿蘇保健所長の服部希世子は「多くの県外支援チームを受け入れ活動の調整を行う
には、専門性と経験値が高く、機動力と組織力を持つ DMAT ロジスティックチームと
日本集団災害医学会コーディネートサポートチームの支援は不可欠だった。ADRO を
設置したことで指揮命令系統が一本化され、亜急性期にかけて阿蘇管内一体となった
支援ができた」と振り返り、保健師らからは「困ったことがあったら ADRO にあげた
らいいという安心感があって良かった」「本来の保健師業務ができるよう保健師の負担
を減らすように活動してくれたので良かった」などの声が寄せられたと報告した （1）。
しかし、ADRO でも当初、ケアマネージャーが要介護度を把握している人の安否確
認や状況把握を個別に行う一方、保健師も避難所で別に対応するなど、「抜けてるん
じゃないかとみんなが不安で幾重にも確認を取るみたいな感じ」になったり、介護施
設に対する支援が足りないという情報があっても直接支援につなげず県庁経由になっ
たりするなど、福祉との連携は必ずしも十分とは言えない状況もあったという （2）。
ADRO には 5月になってから社会福祉協議会の担当者を加えた。また、ADRO が活
動を終了した後に被災者支援を引き継いだ「阿蘇圏域災害保健医療連絡会議」には、
当初から社会福祉協議会やケアマネージャーなどの福祉関係者がメンバーに加わった。
「今後、高齢化が進むと避難所はお年寄りばかりになると思う。だから、絶対福祉は
避けて通れないと私は思っている」と服部は語った。
（2）DHEAT への期待
正式発足に先行して 2016 年 6 月から始まった DHEAT 研修を担当する金谷は
「DHEAT の役割としてはさまざまなチームを束ねていく、情報共有していく。まず最
初に入って情報収集。情報を吸い上げても評価しないと動かない。これを回すには専
門の部隊が必要で、DHEAT はその会議体を支える役割を果たして欲しいと考えてい
る。（研修で）分かってきたのは、保健だけではだめで各機関との調整をどうしていく
のか。いつの時期から入っていけばいいか。期間、撤収の時期。そういうのが少しず
つ明らかになってきた」と述べた （3）。
熊本県災害医療コーディネーターの井清司は「熊本地震においては保健所長さんが
非常に活躍してくれた。うまくいった所もあるし、うまくいかなかったところもある
が、保健所長さんが本当にまとめてくれたのは初めてのケース」と指摘した。特に「今
回は保健所長さんが入っていただいて、保健師さんも入っていただいた。お互いにそ
の場で議論しながらやるので、行政はその行動をつかめた。まったく知らないとか、
全然聞いたことはないということは少なくともなかった。それは仕組みとしてはすご
く良かったんじゃないか。お互いの発想の仕方みたいなものも違ってるんだなってこ
とは認識されたと思う」と評価した （4）。
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国立病院機構災害医療センターの近藤久禎は「災害時っていうのは保健・医療・福
祉統合してやっていかないと多くの問題が解けない。今回 ADRO がその役割を果たし
たと思うが、われわれ医療も入るし、DHEAT も入ってきて一緒に本部を運営するとい
う形が理想なのかなと思うようになっている」と語った （5）。
（3）保健師の不足
平時にも災害時にも地域住民の健康を守る要となっている保健師だがマンパワーの
不足が深刻である。
厚労省は地域における保健師の活動について、「地域における保健、医療、福祉、介
護等の包括的なシステムやネットワークの構築とその具体的な運用において主要な役
割を果たす」（健康局長、「地域における保健師の保健活動について」、2013 年 4 月 19
日、健発 0419 第 1 号）として、保健、医療、福祉を包含した幅広い役割を求めている。
市原幸らによると、熊本県の市町村数は政令指定都市の熊本市を含めて 45。県保健
所は 10 か所で県保健師 95 人のうち 61 人が配属され、その約 3 割は新任期保健師であ
る。今回震度 6 弱以上の地震を観測した市町村を管轄する 2 保健所には 50 代と 20 代
の保健師しかいないという状況であった。熊本市を除く市町村保健師の数は 2015 年 4
月現在で 400 人、分散配置と保健師の若年化も進み、育児休業の代替保健師が確保で
きずマンパワー不足の市町村もあるというのが実情だという。
本震翌日、最大 38 市町村の 855 か所の避難所に県人口の約 1 割に当たる 18 万 3,882
人が避難した。4 月 17 日から 8 月 15 日まで、53 自治体から短期派遣された延べ 6,744
人の県外保健師の応援を得て避難所の衛生状態のチェックや健康相談、家庭訪問によ
る健康調査、エコノミークラス症候群や熱中症予防対策等の健康チラシの配布等を行っ
たほか、当日の活動報告や翌日の活動内容の確認、他チームの活動情報の共有や調整
などのために毎日ミーティングも行った。
しかし、地元の統括保健師は県外保健師の受け入れ調整や支援者への対応などに追
われて混乱しただけでなく、車中泊や軒先避難、昼間は家の片付けや仕事で避難所を
離れて夜だけ避難所に戻ってくる被災者の把握など、多くの困難もあったという（市
原ほか 2017）。
国立保健医療科学院の松本珠実は「（虐待や DV なども含め）避難所には重大な問題
を持った子供とか母親はいないことが多くて、避難所に入れない対象者の方が問題が
大きい」と、避難所に入って助けを求められない被災者の深刻な問題を指摘した。そ
のため、軒先避難や車中避難を含め、被災地全体で早急なアセスメントを行い潜在的
なニーズを把握することが重要だが、「保健師は派遣を含めても 1,000 人に対して 2 人
程度ということになるので、マンパワーとしてはかなり不足しているのが課題だ」と
指摘した （6）。
（4）医療と福祉の結節点
被災者支援には保健・医療・福祉の連携が求められるが、命を守ることを最優先す
る医療と、生活の質（QOL）を重視する福祉の間には立場や認識の相違が存在してお
り、その両者を結び付ける結節点にいるのが保健師である。
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八木裕子は先に医療職がトリアージを行ったことで要介護者がスムーズに福祉避難
所に行ったものの、福祉避難所や施設の数が足りないため県内の遠い所とか他県に送
られたという問題が起きたと報告し、「本当は家族と一般避難所で一緒にいたいという
ニーズがあるのではないかということも含めて、もっと早期の福祉職による福祉的な
アセスメントからのトリアージが必要ではないか」と問題提起した （7）。
これに対し、熊本県の参加者から「状況とか情報が分からないまま、とにかくどこ
かに搬送しなけりゃいけないという状況の中で、そのような不安が出るような状況が
生まれたんだと思います。うまく対応できなかったという部分はあるかと思いますが、
福祉避難所に指定されている所も 2、3 か所しか活用できなかったというのが今回の実
態でありましたので、立場が違う方の意見をお聞きになると、また違った様相になっ
てくるのかなと思います」との指摘がなされた。
限られた社会資源で 1 人でも多くの命を救おうとする災害医療の立場と、一人ひと
りの生活に寄り添おうとする福祉の立場の違いが浮き彫りになったケースと言える。
熊本 DCAT（Disaster Care Assistance Team：災害派遣福祉チーム）として被災者支
援に当たった熊本県地域密着型サービス連絡会代表世話人の川原秀夫は「避難所を基
本的に支えていたのは全国から来た保健師さんたち。その中でケアにつながる人たち
は全部こっちに振ってもらった。また、逆に（医療面で）ちょっと心配な人がいたら、
保健師さんにつないでいくという形をとってきた。直接ドクターにという形にはなか
なかならない。そこは保健師さんたちに動いてもらった」と語った （8）。保健が医療と
福祉を結び付ける結節点に位置していることを物語っている。
4．国の対応
（1）保健医療調整本部
熊本地震の教訓を受け、国は災害時に医療チームだけの派遣調整を行っていた派遣
調整本部を保健医療活動のマネジメントを総合調整する保健医療調整本部に改めるこ
ととした。
東日本大震災以降、厚労省医政局長通知（「災害時における医療体制の充実強化につ
いて」、2012 年 3 月 21 日、医政発 0321 第 2 号）に基づき、救護班（医療チーム）の
派遣調整等については派遣調整本部、被災都道府県における保健衛生活動を行う保健
師チーム等の派遣調整については各都道府県の担当課がそれぞれ行ってきたが、熊本
地震における対応に関して内閣官房副長官（事務）を座長とする初動対応検証チーム
が取りまとめた「初動対応検証レポート」（2016 年 7 月 20 日）で、医療チームと保健
師チーム等の間における情報共有に関する課題が指摘され、被災地に派遣される医療
チームや保健師チームなどを全体としてマネジメントする機能を構築するよう求めら
れた。
これを受け同省は 2017 年 7 月 5 日、大臣官房厚生科学課長、医政局長、健康局長、
医薬・生活衛生局長、社会・援護局障害保健福祉部長の 5 部局長等連名による「大規
模災害時の保健医療活動に係る体制の整備について」と題する通知（科発 0705 第 3 号
等）を発出し、大規模災害が発生した場合、「保健医療活動チームの派遣調整、保健医
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療活動に関する情報の連携、整理及び分析等の保健医療活動の総合調整を行う保健医
療調整本部を設置すること」を被災都道府県に求めた。
同調整本部は被災都道府県の災害対策本部の下に設置され、「被災都道府県の医務主
管課、保健衛生主管課、薬務主管課、精神保健主管課等の関係課及び保健所の職員、
災害医療コーディネーター等の関係者」で構成される。本部長は保健医療を主管する
部局長などのうちから都道府県知事が指名することとし、「必要があると認めるときは、
被災都道府県以外の都道府県に対し、災害対策基本法等に基づき、保健医療調整本部
における業務を補助するための人的支援等を求めることが望ましい」とした。
（2）DHEAT 活動要領
主に民間セクターによる被災者への直接的な医療支援である DMAT に対して、
DHEAT は行政セクターの保健医療職員が被災地方公共団体のマネジメント機能を応
援するという行政による行政の応援スキームであるという性格の違いなどに考慮し、
標準化検討委員会は先に提言した DHEAT 活動要領（案）を見直して新たな活動要領
（案）を 2017 年 11 月、厚労省健康局長に提言した（災害時保健医療活動標準化検討委
員会 2018）。
それを受けて定められた活動要領で、DHEAT の主な業務は災害発生時の健康危機管
理に必要な情報収集・分析や全体調整などが円滑に実施されるよう被災都道府県の保
健医療調整本部及び都道府県等の保健所を応援することとされ、1 班あたりの活動期間
は 1 週間以上を標準とし、都道府県及び指定都市がその職員により編成するとされた。
班は専門的な研修・訓練を受けた職員の中から医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、
保健師、臨床検査技師、管理栄養士、精神保健福祉士、環境衛生監視員、食品衛生監
視員、その他の専門職及び業務調整員（ロジスティクス：連絡調整、運転等、DHEAT
の活動を行うための支援全般を行う者）で構成され、現地のニーズに合わせて 5 人程
度で構成される。
また、地域の実情に応じて都道府県等の職員以外の地方公共団体職員、関連機関（大
学、研究機関並びに病院及び診療所等）の者を構成員に加えることができ、この場合
にはその者に地方公務員としての身分を付与する必要があるとしている。
応援派遣に要する費用については原則として派遣元都道府県市の負担となるが、「地
方公共団体間の相互応援協定等や応援要請の根拠となる災害対策基本法等に基づき、
応援派遣元都道府県市より応援派遣先都道府県に対し、費用を求償することが可能な
場合がある」としたほか、「応援派遣される者は、いずれも地方公務員の身分を有する
ことから、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金からの補償を受
ける」ことも明記された。
5．まとめ
本稿で明らかになったことは① ADRO が保健と医療の連携で重要な役割を果たした
ものの、福祉との連携は必ずしも十分とは言えなかった②地域住民の健康危機管理を
担う保健師が不足している③保健が医療と福祉の結節点の役割を果たしている ── な
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どである。
DHEAT は保健医療調整本部及び被災都道府県等の保健所の指揮調整機能応援のため
に派遣されることになり、これは保健と医療の連携という観点からすると大きな前進
であることは間違いないが、その機能が保健医療活動に対する支援のみに限定される
ならば、保健医療と福祉との結節点という保健の持つもう 1 つの重要な役割が十分に
果たせなくなる。保健医療調整本部に福祉も包含した被災者支援の総合的枠組みを構
築してこそ DHEAT はその本来の機能を発揮できるというのが本稿の結論である。そ
のためには医療や保健に比べて制度整備が遅れている災害時の福祉支援体制構築を急
ぐとともに、DHEAT が医療だけでなく福祉との連携にも注力することが重要である。
保健医療調整本部は被災都道府県の医務主管課や保健衛生主管課などで構成され、
要介護高齢者や障害者などを担当する福祉関係部局は精神保健主管課以外含まれてお
らず、DHEAT の構成員も精神保健福祉士以外、福祉専門職は明示されていない。そも
そも通知を発出した「5 部局長等」には、高齢者を担当する老健局長や災害時の福祉
支援体制の整備を担当している社会・援護局長は入っていない。
一方、DHEAT 活動要領の別添 3「DHEAT が支援する被災都道府県等による災害時
保健医療対策及びその指揮調整等の体制と業務」の「3　DHEAT の構成員が支援する
被災都道府県等による指揮調整業務」には「⑵ア　組織横断的、組織縦断的な情報共
有に係る連絡・調整業務」として「（ア）市町村、保健所、保健医療調整本部のそれぞ
れにおける保健医療と環境、介護福祉、その他部門との組織横断的な情報共有に係る
連絡調整」が挙げられている。保健医療と介護福祉など他部門との組織横断的な情報
共有に係る連絡調整もまた DHEAT に期待される重要な役割なのである。
超高齢化が進む日本では総人口が減少する中で高齢者が増加し、65 歳以上が人口に
占める割合は 2035 年には 33.4％と国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となる社会
が到来すると予測されている。それとともに認知症患者数も増え、2025 年には 65 歳
以上の認知症患者が 700 万人に達すると推計されている（内閣府 2016）。今後の災害
では被災者の多くを高齢者が占め、避難所などに避難する認知症患者も増えることは
必至である。
このような状況の中、保健・医療・福祉の結節点に位置する保健師のマンパワーが
不足している現状は深刻である。また、南海トラフ巨大地震で被災地に東日本大震災
と同程度の支援を行うのは現実的には全く不可能だとする坂元の試算によれば、被災
地外から応援派遣される保健師などの大幅な増員は期待できず、今後増加が予想され
る要配慮者に対する支援を、ただでさえ不足している保健師や看護師だけに委ねるこ
とは事実上不可能である。
こうした厳しい現実に対応するには福祉専門職を活用し、保健・医療・福祉の各セ
クターが情報共有して活動調整し、限られた人材が総力で被災者支援に当たる体制を
構築することが必須である。将来的には災害派遣福祉チームが全国的な制度として組
織・運用され、DMAT や DHEAT とともに保健医療調整本部に加わることが期待され
るが、災害派遣福祉チームは都道府県ごとに整備が始まったばかりで、全国的な制度
となるにはまだかなりの時間がかかると予想される。それまでの間、DHEAT は調整本
部の中で保健医療部門の調整支援だけでなく、福祉との情報共有や連絡調整にも十分
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注力することが求められる。さらに、福祉が加わった後も保健・医療と福祉を結び付
ける架け橋として重要な役割を担うことが期待される。
西日本豪雨の被害が激しかった岡山県に派遣された DHEAT は医療チームなどと
倉敷市保健所に「倉敷地域災害保健復興連絡会議」（KuraDRO：Kurashiki Disaster 
Recovery Organization）を立ち上げ、被災者支援に当たったと報告されている（大野
ほか 2018）。こうした経験を積み重ねながら、今後想定される首都直下地震や南海ト
ラフ巨大地震などへの備えを急がなければならない。
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